
埼玉県住宅政策推進会議設置要綱 
 

 

（目的） 

第１条 社会経済環境の変化や県民のニーズに対応した総合的な住宅政策を推進す

るため、埼玉県住宅政策推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 推進会議は、次の事項を所掌する。 

（１） 埼玉県住生活基本計画の策定及び実施に関すること。 

（２） 埼玉県高齢者居住安定確保計画の策定及び実施に関すること。 

（３） 埼玉県賃貸住宅供給促進計画の策定及び実施に関すること。 

（４） その他、議長が必要と認める事項。 

 

（構成員） 

第３条 推進会議は、別表に掲げる職にある者（以下「委員」という。）をもって

構成する。 

 

（会議） 

第４条 会議は、都市整備部副部長（住宅課を所掌する副部長）が招集し、議長と

なる。 

２ 議長は、会議を主宰する。 

３ 議長は、議案の内容により必要となる委員の出席を求める。 

４ 議長は、必要があると認めるときは、委員以外の職員に対し、出席するよう求

めることができる。 

５ 議長に事故あるとき、又は欠けたときは、住宅課長が議長の職務を代理する。 

６ 委員は、自ら会議に出席できないときは、当該会議の事項について、実質的に

委員に代わる判断をすることができる職員を代わりに出席させることができる。 

７ 議長は、会議の運営上必要な検討を行うために、庁内関係課で構成するワーキ

ンググループを設置することができる。 

 

（庶務） 

第５条 推進会議の庶務は、住宅課において処理する。 

 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、別に

定める。 

 

 

 



附 則 

この要綱は、平成１８年 ５月２６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年 ４月２８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年 ８月１１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成２３年 ４月 １日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成２４年 ４月 １日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成２５年 ４月 １日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成２７年 ４月 １日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成２８年 ９月 ２日から施行する。 

附  則 

この要綱は、令和 ２年 ５月２６日から施行する。 

附  則 

この要綱は、令和 ３年 ７月３０日から施行する。 

 

 

 

  



別 表 （第３条関係） 

 企画財政部 
 計画調整課長 地域政策課長  

 土地水政策課長 

 県民生活部 
 共助社会づくり課長 文化振興課長 国際課長  

 消費生活課長 防犯・交通安全課長 

 危機管理防災部  危機管理課長 

 環境部  温暖化対策課長 エネルギー環境課長 

 福祉部 
 福祉政策課長 社会福祉課長 地域包括ケア課長 

 高齢者福祉課長 障害者支援課長 少子政策課長 

 保健医療部  医療整備課長 健康長寿課長 生活衛生課長 

 産業労働部  産業労働政策課長 先端産業課長 産業人材育成課長 

 農林部  農業ビジネス支援課長 森づくり課長 

 県土整備部  建設管理課長 道路環境課長 河川砂防課長 

 都市整備部 
 都市計画課長 市街地整備課長 田園都市づくり課長    

 建築安全課長 住宅課長 営繕課長 

 警察本部生活安全部  生活安全総務課長  

 全３５課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


